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②福島復興再生特
別措置法第百十五
条に基づく主務大
臣による毎年度の
業務の実績の評価
について、標準評
価（Ｂ評価）以上の
評価を受けた項目

の割合（％）

【施策】

【測定指標】

①については、当該施策は、原子力災害からの復興・再生を果たすために重要なものであり、それに係る目標や測定
指標について、各事業の行政事業レビューを踏まえて、どういった目標や測定指標が適切なのか丁寧に検討しなが
ら、中長期的に施策の進捗状況等を評価することとしたい。
②については、「福島復興再生特別措置法」（平成24年３月31日法律第25号）に基づき、外部の専門家等の意見を聴
きつつ、毎年度の業務の実績の評価を実施することとされており、引き続き、ほかの研究開発法人の目標値を参考
に、各項目が全て中期計画における所期の目標を達成していると認められる状態（B評価）以上を目標と設定して、評
価することとしたい。
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令和６年度復興庁政策評価書（事後評価）
（復興庁R６－②）

施策名 原子力災害からの復興に係る施策の推進

施策の概要
避難を余儀なくされた方々への支援やふるさとへの帰還に向けた生活環境整備はもとより、原子力災害からの福島
の復興及び再生のための取組を総合的・計画的に、かつ責任を持って継続的に講ずる。

達成すべき目標
①安全で安心して暮らすことのできる生活環境の実現、②地域経済の再生、③地域社会の再生を早期に実現す
る。
福島国際研究教育機構で行う各分野の研究開発等の業務を着実に実施する。

施策の予算額・執行額等

区分 ３年度 ４年度 ６年度 ７年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a）

５年度

70,082

-

21,662

91,744

70,167

81,130 81,440 71,151

補正予算（b） ▲ 5,952 ▲ 14,713 ▲ 2,248 -

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

・「第2期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針（令和６年３月19日閣議決定（改定））
・福島復興再生基本方針（令和５年７月28日閣議決定）
・「経済財政運営と改革の基本方針2024　～賃上げと投資がけん引する成長型経済の実現～」（骨太方針2024）（令和６年６月２１日閣議決
定）第２章８（２）
・科学技術・イノベーション基本計画第２章１（令和３年３月26日閣議決定）

繰越し等（c） 12,591 8,515 14,314 14,353

合計（a＋b＋c） 87,769 75,242 82,954 85,504

執行額（百万円） 78,917 46,899 63,887 -

70,888

測定指標

実績値 目標値

令和７年８月

学識経験を有する者の知
見の活用

-

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

-

担当部局名
移住・生環加速班
加速化交付金班

福島国際研究教育機構室
　作成責任者名

政策評価実施
時期

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

（判断根拠）

①については、原子力災害からの福島の復興・再生の推進に向け、自治体ごとに異なる復興の
進捗状況、地元関係者からの要望等を踏まえ、適時適切に実施している。
②については、福島国際研究教育機構において、「新産業創出等研究開発の成果の最大化」に
向けて、適切に業務運営をしている。（令和６年度の業務成績評価は、令和７年度中に公表予
定。)
したがって、施策全体としては、相当程度進展ありと判断した。

①については、自治体ごとに避難指示解除の時期や復興の進捗が異なるとともに、同じ自治体（市町村）の中でも地域によって状況が大きく異なるといっ
た事情はあるものの、福島の復興・再生の推進に向けた施策の達成手段として掲げた事業は、その達成すべき目標に対し、有効かつ効率的に寄与してい
るものと考えられる。
②について、福島国際研究教育機構は、「創造的復興の中核拠点」となることを目指し、「基盤作りと存在感の提示」に重点を置きながら、研究開発・産業
化・人材育成・司令塔の各機能を最大限発揮することが求められ、引き続き、毎年度実施する業務実績評価を踏まえ、事業の必要性や効率性について精
査しつつ、適切に事業を実施する。

次期目標等への
反映の方向性

①原子力災害から
の福島の復興と再

生

年度ごとの目標値
福島復興再生基本方針
等に基づく取組を実施


